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関西医科大学の設立目的 教育（研究）の特色 

 

建学の精神 

 

「慈仁心鏡」、すなわち慈しみ・めぐみ・愛を心の規範として生きる医人を育

成することを建学の精神とする。 

 

大学の使命 

 

独創的な知性と豊かな人間性を備え、社会に貢献し得る医療人を育成すると

ともに、深く医学、看護学及びリハビリテーション学を研究し、広く文化の発展

と公共の健康・福祉に寄与することを使命とする。 

 

 

教育の理念 

医学部 

建学の精神に則り、自由・自律・自学の学風のもと、生涯にわたり、学問的探

究心を備え、幅広い教養と国際的視野をもち、地域社会に貢献する人間性豊かな

良医を育成することを教育の理念とする。 

 

看護学部 

建学の精神である「慈仁心鏡」に基づき、幅広い教養と高い倫理観・人間愛を

基盤に、人々の生命・健康・生活を統合した専門的知識・技術を備えた看護力で、

社会に貢献できる柔軟な創造力・行動力をもつ人材を育成することを教育理念

とし、学生の「自由・自律・自学」を基盤とした学びを保障する。  

 

リハビリテーション学部 

建学の精神である「慈仁心鏡」に基づき、何らかの障がいを持つことで生活が

制限された人々が社会で自分らしく生活できることを支援する専門的知識・技

術を習得し、社会に貢献できる柔軟な創造力・行動力をもつ人材を育成する。 
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事 業 報 告 

 

Ⅰ．法人全体概要  

令和 4 年度は法人推進事業として、令和 4 年 6 月に関医タワーホテル、また、11 月

には、くずは駅中健康・健診センターが開業した。令和 5 年 3 月には交流センターに

「ラウンジ」が完成した。 

法人の諸課題に関しては、理事長直轄「収益向上・支出削減」作業部会を中心にこ

れまでも活発な活動を継続し、それぞれの作業部会で具体的な成果及び進捗が見られ

た。「専攻医確保作業部会」では 65 名の専攻医を獲得した。「医療関係者養成作業部会」

では、第 6 期関医・看護師リカレントスクールを 10 月に開講し、受講を修了した 9 名

の看護師の円滑な職場復帰支援を行い、修了生の一部は本学の訪問看護ステーション

等に就職した。「スマート病院構想作業部会」では、各附属病院における新しい IT 技

術や AI の導入による抜本的な病院機能改革について検討を進めた。 

教育分野において、医学部では、学費 6 年間総額を 2,770 万円から 2,100 万円に大

幅減額した結果、志願者数が過去最多の 5,437 名となった。医師国家試験新卒者合格

率は 93.9％、私立医科大 31 校中 19 位であった。共用試験は、CBT の IRT 平均点が

525.85（前年度 508.04）と大きく上昇した。大学院医学研究科では国際大学院を開設

し、令和 4 年 9 月に第 1 期生 7 名が入学した。看護学部では、学費の減額と特待生制

度の充実により、志願者数が過去最多の 1,539 名となった。国家試験においては「看

護師」、「助産師」は 100％の合格率であり、本学関連病院には 79 名が就職した。大学

院看護学研究科博士前期課程では、8 名の学生が入学した。リハビリテーション学部は、

開設 2 年目を迎え、基礎教養科目、専門基礎科目の履修に加えて専門科目の開講準備

を行った。入試では、志願者数が目標 300 名に対して 347 名となった。THE 世界大学ラ

ンキングにおいては、世界 600 位台、国内大学 11 位、私立大学 1 位となった。 

研究分野では、令和 4 年 4 月に「附属光免疫医学研究所」が開所し、研究所の設備

及び機器の更なる拡充を行い、研究基盤の充実を図った。私立大学等改革総合支援事

業は、タイプ 1「『Society5.0』の実現等に向けた特色ある教育の展開」及びタイプ 4

「社会実装の推進」が採択された。科研費の採択件数は 217 件であったが、採択額は

はじめて 4 億円に達した。 

附属病院は、経常収支差額が 76 億 7,000 万円と予算を大幅に超過した上、特定機能

病院としての役割を果たしながら、病院機能の強化に取り組んだ。総合医療センター

は、経常収支差額が 53 億 2,000 万円と予算を達成した。また、大阪コロナ重症センタ

ーとして、COVID-19 患者対応に注力した。香里病院は、経常収支差額は 6 億 2,900 万

円と予算を達成した。また、「入院基本料 7 対 1」を堅持した。くずは病院は、12 月

の土地、建物の取得による賃借料の負担軽減も加わり収支の黒字化を達成した。 

経営・管理関係については、総負債比率は前年度末の 18.3％から 15.4％に、積立率

は前年度末の 70.7%から 76.4%にそれぞれ改善した。管財部門では、枚方地区で、近隣

物件を 1 件購入した。 

最後に、令和 4 年度から 6 年間の新たな中期計画をスタートさせた。 
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Ⅱ．法人推進事業 

1．教育強化 

〔医学部及び医学研究科〕 

医学部では、全学年で対面授業を開講し、各種実習も予定どおり対面で実施した。

進級・卒業に関わって、各学年の留年者が多くなったことから、総合試験の運用方法が

課題として浮き彫りとなった。また、留年者に限らず、メンタル不調学生が多くなって

おり、メンター制の充実やクラスアドバイザーが積極的に関与することによりきめ細

やかな学生指導に取り組んだ。大学院医学研究科では国際大学院を開設し、令和 4 年 9

月に第 1 期生 7 名が入学した。 

〔看護学部及び看護学研究科〕 

授業(講義・演習・実習等)については、全学年対面授業を実施することができた。

また、「保健師助産師看護師養成所指定規則」の改正に伴い、新旧カリキュラムを同時

並行で進めた。学生生活については、教職員と学生の意見交換の場を設け、「学生の視

点」からの意見や要望等を汲み上げることができた。教員に対しては、「教育の質保

証」の観点からシミュレーション教育、アクティブラーニング、遠隔授業等、効果的

な授業とすべく FD を実施した。 

〔リハビリテーション学部〕 

開設 2 年目を迎え、基礎教養科目、専門基礎科目の履修を着実にこなし、来年度以

降の専門科目開講への礎を築くことができた。学生確保については、高校訪問、オー

プンキャンパスに加え月に 1 度のキャンパス見学会等を実施したことで、令和 5 年度

入試において志願者が延べ 347 人と開設年次と比べ順調に増加した。 

 

2．研究力強化 

(1)「私立大学等改革総合支援事業」は、昨年度に引き続きタイプ 4「社会実装の推進」

に前年度を上回る点数で申請し、採択された。また、新たに AMED 研究代表者１件

（他継続 5 件）、AMED 橋渡しプログラム 4 件が採択された。更に、NICT 高度通信・

放送研究開発委託研究に１件新規採択された。また、JST 創発的研究支援事業の代

表１件及びその他の JST 事業の分担 2 件が継続中である。 

(2)研究医長会議主催の「基礎系・臨床系マッチングに向けた講演会」を毎月開催し、

全ての教職員及び大学院生に対して開催案内を通知した。令和 4 年度は URA 及び

5 名の基礎系の教員が講演を行い、また、外部講師による講演も行った。なお、研

究医長会議が主体となって、24 件の科研費申請書の査読を行い、7 件が採択され

た。 

(3)研究施設・設備の共同利用等を具体的に進めるには至らなかったが、摂南大学と

の個別の共同研究を 1 件締結した。また、本年度新たに「大阪大学との包括連携に

関する協定」を締結し、全学で 5 件の共同研究を実施した。 

(4)本学における研究水準の向上と医学応用の促進のため、iPS 細胞・幹細胞研究支援

センターを活用した研究を積極的に推進し、研究者の要望に沿った研究支援、研究

達成のための人材育成を実施した。バイオバンクセンターでは、昨年度の運用環境

の整備を経て、本年度は 16 件の検体を保管し、5 件の検体の提供を行った。 

(5)臨床研究支援センターでは、CRC 支援を中心とした個別の臨床研究支援を行った。 
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(6)看護学部及びリハビリテーション学部では、科研費等、公的資金による研究活動

の活性化を図るため、URA が学部の FD 活動の場を活用して、科研費の説明を行う

とともに、個別に申請支援を行った。 

 

3．附属病院別館建設計画 

前年度までに作業を完了した基本計画及び基本設計に基づき、別館建設用地に存す

る旧クラブハウス等の既存建物を解体するとともに、別館新築における実施設計作業

を完了し、行政手続きを推進するとともに、施工業者選定作業に着手した。  

 

4．総合医療センター西館建設計画 

総合医療センター別館については、周辺の用地買収が完了したため、総合医療セン

ター西館として建替えを行い、救命救急センターの拡充、医局等の整備を行う予定で

あるが、令和 4 年度では、基本構想のとりまとめに着手した。  

 

5．収益向上・支出削減 

理事長直轄「収益向上作業部会」は、各附属病院及び各学部の効率的な収益増加策

を推進した。具体的には、適正な保険請求推進、診療単価向上、病床稼働率向上と在院

日数短縮、外来・初診患者増加、患者サービス向上、手術室の機能強化、査定率低減と

保留未収金削減、健診業務連携強化、広報活動強化、学部収入向上等の領域での改善

策を講じ、アフターコロナを見据えた収益向上に取り組んだ。 

理事長直轄「大学（法人）支出削減作業部会」は、組織横断的に支出削減活動を行

い、法人の財政健全化を目指した活動を展開した。具体的には、診療材料費対策、薬品

費対策、時間外勤務対策、光熱費対策、業務委託費対策、修繕費対策、物品作業発注対

策、部署別経費削減コンペの実施、臨床検査における支出削減、学部における支出削

減等々に取り組んだ。更なる支出削減を目標として、新たに医師の働き方改革による

人件費増加対応、自然エネルギー活用による光熱水費の圧縮、保険料見直しによる経

費削減の 3 つの課題を加え、法人全体の支出削減に聖域を設けることなく取り組むこ

とを決定した。 

 

6．人事給与制度改革 

「医師の働き方改革」について実態調査を踏まえて医師の労働時間を適切に管理で

きるよう体制を整備し、申請基準を遵守できるように計画・推進した。“女性活躍推

進法”、“労働施策総合推進法”など各種労働関係法律改正への対応を行い、女性医

師活躍のため職位昇進の仕組みづくりや育児・介護休業法に対応した規程改正を実施

した。 

CSR の推進については、ハラスメント規程の改正及び教職員への教育を実施。また、

社会的責任を担うべく障害者雇用を推進した。 

教職員の質的向上やチャレンジする風土づくりとして、教員評価制度の充実や若手

職員を対象とした部門横断的ジョブローテーションの実施、目標チャレンジ制度の改

善、事務職昇進制度の企画・実施を行った。また、若手層の処遇についても検討・改善

を行った。 
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7．専門研修充実 

理事長直轄「専攻医確保作業部会」において、新専門医制度下におけるシーリング

への柔軟な対応を検討するとともに、専攻医確保と採用数増加に向けた活動を展開し

た。 

特に広報活動に注力し、新たにインスタグラム公式アカウントを開設して本学専門

研修の魅力を発信した。また、臨床に携わる講座の紹介動画作成を継続して行った。 

さらに、昨年度から運用を開始した専門研修支援チームに所属する「若手医師ワー

キンググループ」による、研修医・学生を対象とする手術手技のミニレクチャー会及

びキャリア相談会を合計 15 回開催した。 

こうした取り組みが功を奏し、65 名の専攻医獲得に繋がった。 

 

8．介護・福祉事業 

令和 4 年度決算収支については、中期計画で目標としていた介護福祉部門 14 事業

所全体の収支差額１億円を上回り、1 億 8 百万円を計上することができた。 

訪問看護ステーションでは、医療保険の利用者数は全体の 4 割近くを占め、大学病

院の訪問看護部門の役割を果たしている。また、デイケアセンターでは、コロナ禍で

も多くの利用者を受け入れた。 

一方、訪問看護事業における看護実習については、4 事業所合計で 67 人(うち関西

医科大学看護学部実習生 55 人)と多くの学生を受け入れており、本学及び他大学の看

護学部との連携により、地域在宅医療・介護の教育体制の強化を図った。また、デイケ

アセンターでは、本学リハビリテーション学部生の見学実習を行っており、高齢者の

通所・在宅リハビリの質の向上を目指した。 

 

9．病院全体機能強化 

本学の成長と発展に加えて、地域社会から信頼を獲得して地域医療の発展に貢献す

るには、本学附属病院群の機能充実と、それらを活かす病院間の強固な連携体制の整

備が必要である。理事長直轄「病院全体機能強化作業部会」を中心に、法人経営の観点

から附属 4 病院全体での機能強化策について検討した。 

特に、地域医療連携推進法人「北河内メディカルネットワーク（KMN）」では、北

河内二次医療圏で発生している、感染症対応病床の不足と地域偏在、感染症流行下に

おける三次救急機能の低下、高度急性期医療を支える病床の不足と圏域外への患者流

出などの医療課題に対応するため、地域医療機関や行政の同意を得てKMN参加施設内

の非稼働46病床を本学附属病院へ移転することが決定した。 

 

10．人材育成確保 

理事長直轄「人材育成確保検討作業部会」では、本学の発展に欠かせない人材の育

成や確保を目的として、長期的ビジョンに立って本学に必要な学外の著名な医師のリ

ストアップや、メディア掲載情報から社会への影響や貢献度の高い研究業績を収集し

学外の研究者に関する情報収集を行った。なお、収集した重要な情報を本学の教授等

選考委員会へ継続的に提供し、本学における教授等選考に大いに役立つことができ

た。 

また本学において強化が必要と思われる分野・領域を検討するとともに、学内の有
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望な人材の発掘に努めた。 

 

11．医療関係者養成 

理事長直轄「医療関係者養成作業部会」の下部組織である「看護師リカレントスク

ール分科会」では、関医・看護師リカレントスクールを通じた潜在看護師の職場復帰

の後押しを行った。 

令和4年度は、第6期関医・看護師リカレントスクールを10月に開講した。受講を修

了した9名の看護師の円滑な職場復帰支援を行い、修了生の一部は本学の3附属病院に

付随する訪問看護ステーションや、北河内メディカルネットワーク参加病院に就職し

た。第1期修了生からの通算の復職者合計は34名を数える。 

 

12．スマート病院構想 

理事長直轄「スマート病院構想作業部会」は、本学の各附属病院における新しい IT

技術や AI の導入による抜本的な病院機能改革について検討を行っている。 

同作業部会は以下の 4 つの分科会に分かれ、各分野の情報について幅広く調査を行

い、病院の業務改善につながる様々な検討を重ねた。 

「医療スマート化分科会」ではAI問診、電子カルテへ自動連携する測定機器の導入

や、遠隔病理診断システムについて、「AI診療分科会」では附属病院に導入したAI内

視鏡など各種AI診断システムの導入や活用について、「病院体制スマート化分科会」

では物品のロボット搬送やベッドサイド端末活用などの病院全体に関する運用改善に

ついて、「事務作業スマート化分科会」では患者の外来案内及び診療予約取得業務の

効率化、AIによる議事録作成システムやRPA、CRM等を用いた事務作業の効率化につい

て、それぞれ検討を行った。 

同作業部会では今後も、各附属病院の収益性を保ちつつ、更なる患者サービスの向

上、業務の効率化に向けた将来構想について、検討・提案を進めていく。 

 

Ⅲ．役員・評議員就辞任 

1．学長就退任 

友 田 幸 一 令和 5 年 3 月 31 日  退任 

木 梨 達 雄 令和 5 年 4 月  1 日  就任 

 

2．医学部長就任 

金 子 一 成 令和 5 年 4 月  1 日  就任 

3．病院長人事 

附属病院長   松 田 公 志 令和 5 年 4 月 1 日   重任 

4．役員、評議員人事 

理事・評議員 友 田 幸 一 令和 5 年 3 月 31 日  退任 

評 議 員 坂 部 一 夫 同  上  辞任 

理事・評議員 木 梨 達 雄 令和 5 年 4 月 1 日 条項変更 

評 議 員 羽 原 弘 造 同  上  就任 
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Ⅳ．教 育 

1．医学部及び大学院 

〔医学部〕 

(1)医師国家試験合格率・共用試験成績の向上 

医師国家試験新卒者合格率は 93.9％、私立医科大学 31 校中 19 位、全国医科大学

82 校中 61 位という結果となった。共用試験は、CBT の IRT 平均点が 525.85（前年度

508.04）と大きく上昇した。 

(2)分野別認証評価受審への対応 

令和 2 年 11 月の実地検査受審結果を踏まえた対応として、年次報告書作成体制を

構築し、8 月下旬に完成・提出を行った。 

(3)ICT を活用した教育環境の評価・整備 

授業収録システム（Mediasite）の本格運用により、復習用として在籍学年の当該

年度の講義収録動画を公開し、学生の自学自習を促し、学習成果の向上を図った。 

(4)学生指導 

健康管理室及び学生カウンセラーとは学生の心身の健康管理についての情報を、

教務課及び医学教育センターとは成績、授業出席状況等の情報を共有し、より効果

的な学生指導を実施した。 

〔大学院医学研究科〕 

(1)入学定員充足率の向上 

入学試験の時期の見直し、積極的な広報などを行った結果、令和 5 年 4 月は博士

課程 36 名、修士課程 5 名が入学し、博士課程は過去 5 年で最も多い入学者数となっ

た。 

(2)教育のグローバル化推進 

講義資料の英語対応を進め、国際大学院学生には日本語履修を含む独自のカリキ

ュラムを提供した。国際大学院は令和 5 年 9 月入学の定員確保に向けて、国際化推進

センターと連携して募集活動を行い、候補者の選考を進めた。 

(3)修業年限内の学位取得促進 

個別に学位取得手続やスケジュールの案内を行い、早期の学位申請を促した。ま

た、大学院生の学位取得状況を教授会でも報告し、指導教授と情報共有を図った。 

 

2．看護学部及び大学院 

〔看護学部〕 

シミュレーション教育により、学修者の知識と技術の統合による実践力を身に着

け、「総合実習」、「卒前インターンシップ」を通じて、社会に通じる力を養った。補

助金により導入した ICT 活用による「常設型収録レコーダー」を用いた反転学修も

試行的に実施した。また、学生の学修到達状況を把握(教育の質保証)するための OSCE

導入に向けて、OSCE 委員会を発足させ先行事例大学への訪問、学内 FD 等を利用した

教員研修会を積極的に開催している。国家試験の結果については、「看護師」、「助産

師」は 100％合格であったが、「保健師」については、6 名が不合格となった。 

〔大学院看護学研究科〕 

大学院看護学研究科博士前期課程では、本年度から開設された「がん看護学領域」
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に 2 名の学生が入学した。博士後期課程では、開設後、3 名の修了者を出している

が標準修業年限で修了できる学生が少なく、指導強化を図ることとしている。 

 

3．リハビリテーション学部 

開設 2 年目を迎え、FD 活動等の活動を通じて教員の資質向上に努めた。具体的には

FD 委員会が主となりティーチングポートフォリオを導入し、教員の教育研究活動の自

己省察を実施し、各自の教育研究活動を振り返り、今後の教育研究活動に活かすこと

とした。一方で学生の GPA 等の各種データの累積が進み、リハビリテーション学部の

修学上の問題等も明らかになってきたため、各種データを分析し、メンターによる個

別面談等成績不振者の対応等を実施した。 

 

4．入試センター・教育センター・国際化推進センター 

(1)入試センター 

①各学部の志願者数が目標より増加した。医学部は“多様性に富んだ学生に門戸

を拡げ、人間性豊かな良医を育成するため”学費 6 年間総額を 2,770 万円から

2,100 万円に大幅減額した結果、目標 4,000 名に対して 5,437 名に、看護学部

は“看護師・保健師・助産師への志を応援するため”学費の減額と特待生制度

の充実により、目標 1,200 名に対して 1,539 名となった。リハビリテーション

学部は、一般選抜試験（３教科型）における特待生の増加、総合型選抜試験を

２回実施して、目標 300 名に対して 347 名となった。 

(2)教育センター 

①開発研究部門 

1) 医学教育分野別評価年次報告書の作成を支援し、JACME に提出した。 

2) 新カリキュラムにおける学外臨床実習の支援を行い、参加型臨床実習の質的

向上に寄与した。 

3) LPBL コースの反転授業化を実施した。 

②学習支援部門 

1) 医師国家試験受験に際し、学習支援が必要な学生に対するメンタリングを強

化した。 

2) 公的化に備えた臨床実習前 OSCE において 10 領域のトライアルを実施し、

内容強化を図った。 

3) 教育センターが主導して、全学年のメンター制度を確立した。 

4） 看護学部、リハビリテーション学部と協働した多職種連携教育を実施した。  

③IR 部門 

1) 看護学部、リハビリテーション学部に IR 兼務教員を配置し業務支援を実

施した。 

(3)国際化推進センター 

①国際化推進センター内に 4 つの部門を設置し活動を開始した。国際大学院生 7

名、一般留学生 2 名が入学した。THE 世界大学ランキングにおいては、世界 600

位台、国内大学 11 位、私立大学 1 位となった。国際共同研究を目的にトリノ工

科大学との新規協定校締結の準備を行った。 
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5．卒後臨床研修センター 

(1)初期臨床研修部門 

①総合医療センターにおいて、令和 5 年 1 月、「NPO 法人卒後臨床研修評価機構

（JCEP）」の 4 年間の認定を得た。 

②8 年連続フルマッチを達成し、研修医 55 名（定員 55 名）の採用となった。 

③附属病院において令和 4 年度から開始した研修歯科医 2 名も 1 年間の研修を終

え、歯科医師臨床研修を修了した。令和 5 年度についても研修歯科医 2 名（定

員 2 名）採用することができた。 

(2)キャリア形成支援部門 

①令和 5 年度開始の専攻医については 65 名を確保した。 

②高度医療人（スーパードクター）育成制度を利用して 2 名が海外留学を行った。 

(3)シミュレーションセンター 

年間利用実績は延べ 17,031 人(前年比 35％増)、2,387 件(前年比 2％増)の利用が

あった。利用者増加に伴い環境整備に努め、要望に応じた機器の整備や令和 5 年度

導入機器選定を行った。 

 

6．看護キャリア開発センター 

(1)教育・研修・看護実践支援部門は、卒前教育で関わり 79 名就職。卒後では役割研

修を 31 回、ラダー研修（ⅢとⅣ）を 14 回実施した。 

(2)看護師特定行為研修では、附属４病院から 40 名受講し全員修了。在籍特定看護師

総数は 116 名。フォローアップ研修には、修了生他 74 名が参加した。 

(3)第 6 期の関医・看護師リカレントスクールは、受講した 9 名全員が修了し、法人

内施設に 2 名、KMN 施設に 1 名、他施設に 3 名就職した。 

(4)看護研究支援部門では、看護管理者向けのセミナーを 2 回開催し、参加総数は 78

名。看護研究発表会では、講評を行い約 300 名が聴講した。 

(5)専門・認定看護師活動支援部門では、ニーズ把握のアンケート結果をもとに研修

会を開催、24 名の参加があり附属 4 病院間の交流を図った。 

 

7．図書館 

(1)教育・研究・診療支援の強化 

①医学部、看護学部、リハビリテーション学部各々のカリキュラム・ポリシーに

沿った資料を整備した。 

②現在の蔵書の状況を調査し、利用者のニーズを確認し、蔵書の質の向上を目指

した。 

③医学会と共同で、業績データベースを管理し、教員評価に協力した。 

④学術情報へのアクセスを確保し、電子コンテンツ（ジャーナル・ブック・デー

タベース）の有効利用を促進した。 

⑤情報検索講習会を 5 回、動画配信を 1 回行い、データベースの効率的な検索方

法や、適切な文献資料の選択方法などを利用者に教育した。  

(2)学術機関リポジトリの充実 

学術機関リポジトリの充実と新プラットフォームへの移行情報収集に努めた。 
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8．内部質保証、自己点検・評価 

(1)教育研究推進委員会は、令和4年度の内部質保証方針を決定し、令和3年度に受審

した大学評価（認証評価）における指摘事項、新中期計画に掲げる項目等を盛り

込んだ実行課題の策定・実施を教育・研究・入試国試・管理運営の各部会に指

示、その実施内容を点検・評価のうえ、結果を自己点検・評価委員会及び各学部

教授会に報告した。 

(2)第14次自己点検・評価委員会は、内部質保証推進組織である教育研究推進委員会

が実施した点検・評価の内容等について、独自調査の結果も踏まえた二次評価を

行い、次年度の内部質保証活動に反映されるよう、教育研究推進委員会に提言し

た。また、2年間の活動内容をまとめ、「第14次自己点検・評価委員会活動報告

書」を学長に提出した。 

 

Ⅴ．研 究 

1．研究推進奨励施策（産学連携含む） 

(1)科研費獲得活動 

基礎社会系教員、研究医長及び URA による科研費計画調書のチェックを含む科研

費獲得施策を行ったが、新規・継続の採択件数は前年度を下回った。申請件数が、前

年度から減少していることも要因の一つでもあることから、申請に向けた啓発活動

を引き続き実施して行く。しかしながら新規・継続の直接経費及び間接経費の採択

額は、4 億円に達した。（令和 4 年度:229 件［医学部 181 件、看護学部 37 件、リハ

ビリテーション学部 11 件］→令和 5 年度:217 件［医学部 179 件、看護学部 24 件、

リハビリテーション学部 14 件］：４月交付内定時比） 

(2)産学連携活動 

①日本医療研究開発機構（以下 AMED）が公募する課題に研究代表者として 1 件採

択され、5 件が継続された。また、全国 11 拠点大学による AMED 橋渡しプログラ

ムについては 22 件応募し、令和 5 年度の実施課題として 4 件が採択（うち 1 件

は分担課題）された。 

②私学事業団私立大学等改革総合支援事業タイプ 4「社会実装の推進」が採択され

た。 

③本学発の新規医療機器の創出のため、医療ニーズ発表会を令和 4 年 10 月に開催

した。（オンラインにて外部から出席者 89 名、募集により集まった医療ニーズ

64 件、当日発表 30 件、製販企業からの面談オファー36 件） 

④本学発の新規医薬品、医療機器の創出のため、WISH＆SEEDs マッチング会を、ACT 

japan（32 大学コンソーシアム）とともに開催した。 

⑤AMED 等外的資金獲得のためコンサルタントによる研究内容のブラッシュアップ

を希望する本学研究者に対し月１回程度行った。また、同様に産学連携や知的

財産に対する意識向上のため、研究トークランチや学部生講義、大学院生講義

において、講演した。また、社会実装に向けた教育プログラムとして、医学部 1

回生に選択制でイノベーションセミナー（15 コマ）を実施した。 
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2．附属生命医学研究所 

(1) 研究部門（分子遺伝学部門、生体情報部門、モデル動物部門、神経機能部門、侵

襲反応制御部門、ゲノム解析部門、ゲノム編集部門、がん生物部門） 

①研究 

科研費（代表 21 件、分担 19 件）AMED・JST（代表 3 件、分担 6 件）、KMU コン

ソーシアム（代表 2 件、分担 4 件）、学内助成（1 件）、財団助成（8 件）の獲

得、及び、査読誌への論文発表（37 件）、オミックス解析（1,178 検体）、ゲノ

ム改変動物及び細胞株樹立（14 系統）、特許出願（1 件）を行った。 

②教育 

医学部（62 コマ）、修士（65 コマ）、大学院総合（3 コマ）、研究技術シリー

ズ（9 コマ）、大学院選択必修コース（3 コマ）の講義を行い、修士（2 名）、

博士（4 名）、研究医養成コース・研究マインド育成プログラム学生（5 名）、

リサーチマインドの実践 P3 学生（11 名）を指導した。 

(2)共同研究施設（綜合研究施設、アイソトープ実験施設、実験動物飼育共同施設） 

①綜合研究施設：間接経費・令和 4 年度私学助成予算・綜研機器備品費・各講座か

らの拠出金などにより、質量分析装置 Orbitrap・バーチャルスライドシステム

V200、ジェネティックアナライザー3500 など新機種の導入 11 台、更新 1 台、

upgrade2 台を実施した。次世代シークエンスは、 MiSeq PC の upgrade、

IonGeneStudioS5 のスポット点検を行った。バイオバンクセンターは感染性サ

ンプルの受け入れに備え、規約や施設の整備にあたった。令和 4 年度は 1,050

検体の提供を受けた。 

②アイソトープ実験施設：RI を利用した研究の技術的支援、機器更新及び定期点

検を実施した。利用者の計画外被ばく及び汚染事故は発生しなかった。定期確

認・定期検査にて合格となり、RI に関係する記録、帳簿及び施設要件が法令に

準拠していることが確認された。 

③実験動物飼育共同施設：施設の維持管理及び実験動物の衛生管理に努めるため

に、施設内のオートクレーブ修理（3 基）、スーパー次亜水生成器の更新、安全

キャビネットの性能検査等を順次行った。 

 

3．光免疫医学研究所 

令和 4 年 4 月に「附属光免疫医学研究所」が開所した。研究所には統括部門及び基

礎的検討を行う基盤開発部門、光免疫療法に伴い起こる免疫反応についての詳細な解

析を行う免疫部門の 2 つの研究部門が設置された。 

(1)令和5年4月に任用となる第3部門である腫瘍病理学部門の部門長（研究所教授）

が決定し、各部門の教員・職員を確保することができた。  

(2)研究所の設備及び機器の更なる拡充を行い、光免疫療法研究に関する最新の機器

を揃えることができた。 

(3)外部資金として新たに科研費2件を取得した。 

(4)外部との共同研究として企業との共同研究（1件）を推進した。 

 

4．寄附講座等 

(1)地域小児医療支援講座：三重県名張市 
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現地での支援者講習並びにオンライン講習会に加え、名張市で実施している発達障

害児へのペアレントトレーニングの一環として「発達に心配のある子どもの対応」の

動画を作成し、市民への啓発活動を行った。 

(2)消化器肝臓内科学（地域医療学）講座：三重県伊賀市 

伊賀市におけるモデル地区の医療体制の充実を図るため、5 名の診療体制を維持し、

超音波内視鏡を用いた病理診断や消化管内視鏡、CT/MRI 画像診断、胆膵内視鏡検査・

治療の充実を図り、近隣病院との連携を発展させた。 

(3)総合診療医学（地域医療学）講座：三重県伊賀市 

高齢者における一般的な疾患に関する調査研究として、総合診療外来を設置、受診

患者層、ニーズなどについて調査を行った。あわせて各種高齢者疾患を有する患者に

対する総合的・継続的支援・医療・福祉関係者に対する医療面からの支援計画のため、

病院関係者等と継続して協議を行った。 

(4)サージカルサイエンス社会連携講座 

水素ガス吸入による外科的侵襲軽減効果が人体に及ぼす影響、高齢肝胆道癌手術患

者に対する骨格筋電気刺激による術前術後の骨格筋量、筋肉脂肪化減少に対する抑止

効果の検討など、低侵襲治療法の開発を目的とした研究を行った。 

(5)難治性免疫・アレルギー治療学社会連携講座 

難治性免疫・アレルギー性疾患の一つである好酸球性副鼻腔炎に合併する嗅覚障害

に対して、コンパウンド X に着目し、令和 4 年度では、コンパウンド X の点鼻薬投与

群において、ステロイド点鼻薬投与群よりも、より強く嗅覚保護作用を有しているこ

とを明らかにした。 

 

Ⅵ．医 療 

1．附属病院  

COVID-19 の感染対策を適切に実行しつつ、特定機能病院としての役割を果たすこと

に尽力した。近時増大する諸支出項目（人件費、光熱水費、業務委託費等）を吸収しな

がら収支差額の安定的な確保を図り、その上で、病院機能の強化、医師の働き方改革等

に取組んだ。また、病院機能評価を更新し、特定機能病院としての承認要件の充足に努

めた。 

(1)予算の達成 

① 経常収支差額は 76 億 7,000 万円と計画値を大幅に超過達成した。 

② 1 日当りの外来患者数については年間平均 2,224 人となり、対前年度比 2.6％増

であった。 

③ 1 日当りの入院患者数は年間平均 733 人、稼働率 97.7%となった。前年度を若干

上回る水準となった。 

④ 診療単価については、入外とも前年度を上回る水準を確保できた。 

⑤ 年間の平均在院日数は、10.6 日と前年度に比べて 0.1 日短縮した。  

⑥ 医療収入については、令和 3 年度より 15.7 億円の増収となり、年間医療収入 

423 億円を確保することができた。 

(2)病院機能評価の更新 

2017 年度の初回受審から 5 年経過し更新年度となったため、特定機能病院向けの
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「一般病院 3」を受審し、受理された。 

(3)医療機器の更新 

IVR-CT システム、血管造影装置、セントラルモニタシステムの更新など、約 6 億

円を投入し大学病院としての機能の維持向上に努めた。  

(4)救急医療の充実 

COVID-19 においても「断らない病院」の実現を掲げ、救急患者の受入れに努め、

救急搬送年間約 4 千件を超え、前年度を上回る水準を達成した。 

(5)患者療養環境の整備 

患者からの希望が多かった院内 Wi-Fi を外来・病棟の患者エリア全域に整備した。

また、一般病棟の個室で TV 及び床頭台を更新した他、12S 病棟特別室の改装を行う

など、患者療養環境の充実に努めた。 

(6)医師の働き方改革に関する対策の実施 

① 医師の宿日直許可申請を行った他、IC チップを用いた医師の出退勤把握の精度

向上等、医師の働き方改革に向けた準備を進めた。 

② 看護師の特定行為研修にかかる指定研修機関としての研修を継続し、3 期生と

して計 22 名が研修を修了した。また、1～2 期生の活用（タスクシフト）を着実

に進めた。 

③ 急性期看護補助体制加算（全日、夜間）の維持に努め、幅広な時間帯における

看護師からのタスクシフトを進めた。 

(7)地域医療への貢献 

①病診や病病に係る地域医療連携の更なる拡張、登録医の拡大など地域医療連携

の拡充を図った。 

②COVID-19 を考慮し、前年度に引き続き、地域医療機関がリモートで参加できる

地域連携 Web セミナーを企画・開催した。 

(8)介護福祉部門の安定的な運営 

関医訪問看護ステーション・枚方、関医ケアプランセンター・枚方、関医デイケ

アセンター・枚方の安定的な黒字運営に努めた。 

(9)クリニカルインディケーターの作成 

クリニカルインディケーターをホームページに掲載し、各診療科の年間最多手術

件数 3 位までの術式と件数を表示した。  

(10)超過勤務の適正化と有給休暇取得の推進に努めた。  

(11)教職員のメンタルヘルスケア対策の推進を図った。 

(12)6 月に関医タワーホテルが開業した。 

 

2．総合医療センター 

(1)予算の達成（経常収支差額 10 億円の黒字） 

空床補償など COVID-19 にかかる補助金 48 億 6,000 万円が計上され、経常収支差

額は 53 億 2,000 万円の黒字となり、予算を達成することができた。 

(2)初診患者数（目標：COVID-19 患者を除く初診患者数 120 人/日） 

COVID-19 患者を除く 1 日平均初診患者数は 96 人と目標を大きく下回った。 

(3)病床稼働率（目標：COVID-19 病棟を除く病床稼働率 98%） 

COVID-19 病棟（1S 病棟、4S 病棟）の看護体制確保のため、5S 病棟を延べ約 4 カ
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月間休止したことが影響し、COVID-19 病棟を除く病床稼働率は 93％に留まった。 

(4)平均在院日数の短縮（目標：12 日以内） 

DPC 入院期間のデータなどをもとに平均在院日数の短縮を推進したが、平均在院

日数は 12.3 日（精神神経科を除く一般病棟では 11.6 日）となった。 

(5)診療単価（目標：入院 86,890 円、外来 28,029 円） 

COVID-19 にかかる診療報酬上の臨時的な取扱いに加え、高額医薬品の増加等もあ

り、入院 93,312 円、外来 31,696 円と目標を達成することができた。 

(6)病児保育を視野に入れた保育所リニューアル計画の策定 

守口市と病児保育開設に係る補助金の協議を終え、現保育所運営委託会社からの

提案をもとに検討を開始したが、具体的な計画には至っていない。 

(7)医師の働き方改革に対する適切な施策の実行 

令和 5 年 3 月 13 日付、北大阪労働基準監督署から、宿直及び日直を行う全診療

科に対し、「断続的な宿直又は日直勤務」が許可された。 

(8)病院機能評価の更新 

令和 4 年 9 月 2 日付、日本医療機能評価機構の認定病院として更新された。 

 

3．香里病院 

(1)予算の達成目標 

患者数については、入院患者が 171 人/日(予算目標：170 人/日)、外来患者が 685

人/日(予算目標：663 人/日)といずれも目標を上回った。 

収入については介護福祉部門も含めた総収入で 64 億 6,300 万円となり、経常収支

差額で 6 億 2900 万円の黒字となった。 

(2)救急医療体制の構築 

令和 4 年 1 月から二次救急告示病院として ER 体制をスタートさせ、その後 7 月か

ら附属病院内科医師の応援を経て平日の診療体制が整った。 

(3)診療単価の向上 

「入院基本料 7 対 1（急性期一般入院料 1）」の算定要件となる「重症度、医療・

看護必要度」の向上対策について、関係者に周知徹底を図った結果、堅持すること

ができた。 

また、1 月には 4 床室に準個室ユニットを導入するなどの増収対策により、診療

単価は入院が 53,497 円(予算目標：52,650 円)、外来が 15,055 円(予算目標：14,870

円)と何れも予算目標を上回る結果となった。 

(4)地域医療連携の強化による患者数の増加 

COVID-19 禍の影響もあり、対面による連携イベントは見送られたため、WEB セミ

ナーの開催による情報発信に止まった。一方で地域医療機関への個別訪問を実施し、

紹介件数の増加を図ったが、紹介件数は 7,417 件と COVID-19 禍前（2019 年度：8,461

件)には及ばず、今後は寝屋川市医師会との対面での連携の会を復活開催するなど、

更なる連携強化を図る。 

 

(5)介護福祉部門の施設整備 

介護福祉 3 部門については COVID-19 禍においても安定した運営を維持し、収支で



 14 

3 千万円の黒字を達成した。 

(6)医師の働き方改革の推進 

7 月に北大阪労働基準監督署に医師の「断続的な宿直又は日直勤務許可」を申請し、

許可を受けた。 

 

4．くずは病院 

(1)収支の黒字化 

12 月の土地、建物の取得による賃借料の負担軽減も加わり収支の黒字化が達成さ

れた。 

(2)診療実績 

①医療収入 24 億 8,566 万円（目標：25 億円） 

②帰属収支差額 5,392 万円（目標：5,000 万円） 

③外来患者数 152 人／日（目標：200 人／日） 

入院患者数 80 人／日（目標：85 人／日） 

④病床稼働率 85.4%（目標：90.0％） 

⑤外来診療単価 14,595 円（目標：13,000 円） 

 入院診療単価 57,234 円（目標：51,000 円） 

⑥手術件数 63 件／月（目標：60 件／月） 

⑦救急入院患者数 250 件／件（目標：200 件／件） 

⑧デイケアセンター利用者数 2,092 人／月（目標：2,500 人／月） 

⑨ケアプランセンター利用者数 198 人／月（目標：230 人／月） 

⑩ヘルパーステーション 訪問件数 437 件／月（目標：630 人／月） 

⑪訪問リハビリ 訪問件数 342 件／月（目標：400 件／月） 

⑫訪問看護訪問件数 625 件／月（目標：1,000 件／月） 

(3)くずは駅中健康・健診センターとの連携 

11 月に開所したくずは駅中健康・健診センターからの紹介症例は増加傾向で推移

している。 

 

5．天満橋総合クリニック 

(1)収支予算の達成 

ドック・健診部門：医療収入 7 億 3,400 万円（対前年比 2,164 千円増） 

1 日平均患者数 98 人（対前年比 1 人減） 

平均単価 26,236 円（対前年比 407 円増） 

外来部門：医療収入 1 億 3,700 万円（対前年比 2,362 千円増） 

1 日平均患者数 87 人（対前年比 3 人減） 

平均単価 6,561 円（対前年比 243 円増） 

ドック・健診部門では COVID-19 の影響により 7 月と 10 月の健診受診者が減少し

たが、上部内視鏡検査枠増加などで単価向上を図った。外来部門では担当医の変更に

より上半期の患者数が減少したが、昼診療や大腸内視鏡検査の導入を行い、患者数増

加や診療単価の向上を図った。また可能な限り支出削減を図った結果、経常収支差額
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は 25,883 千円となり、予算を達成した。 

(2)優良総合健診施設の認定更新 

10 月に日本総合健診医学会による実地調査を受け、更新した。  

 

6．くずは駅中健康・健診センター 

(1)くずは駅中健康・健診センターの開設 

令和 4 年 11 月に予防医療部門を充実させる方針のもとに、地域住民の健康寿命の

延伸を目的として、交通至便な樟葉駅中に、人間ドック健診とメディカル・フィット

ネス及び健康教育を行う新たな予防医療施設を開設した。 

 

7．地域医療センター 

COVID-19 禍の影響を踏まえつつ、「医介連携」並びに「病診・病病連携」を強化する

ため、以下の取り組みを行った。 

(1)初診・入院患者増加策 

①訪問や郵送により登録医 31 名（計 1,600 名）、連携病院 9 件（計 311 病院）を

獲得。 

②医師等と地域医療機関を 122 件訪問し、診療科を紹介した。 

③天満橋総合クリニックから 517 件の健診受検者紹介を獲得した。 

(2)地域医療機関との連携強化 

①「第 6 回 連携病院の会」を開催し、学外から延べ 288 名の参加を得た。 

②地域医療センター広報誌「つなぐ+believe」（2 回）や各種フライヤーの制作・

配布、Web セミナー・各種勉強会の開催など、積極的に情報を発信した。 

③「北河内メディカルネットワーク」「ひらかた地域医療連携ネットワーク」の活

用や新規 ICT ツールの導入など、地域医療連携システムを強化した。 

(3)在宅療養移行の推進 

①各附属病院の介護福祉部門との連携を強化して更なる利用者拡大に努め、地域

医療・福祉医療の推進を図った。 

②学外の介護福祉施設向けに Web セミナーや研修会・勉強会を開催し、更なる関

係強化に取り組んだ。 

 

Ⅶ．経営・管理 

1．総合企画 

総合企画課は、法人全体の収益向上と支出削減、病院スマート化などの理事長直轄

作業部会の事務局に加え、関医タワーホテル開業、地域医療連携推進法人「北河内メ

ディカルネットワーク」の運営、各附属病院の診療機能強化策など法人の特命事項に

ついて迅速に対応を行った。また、新学長や特定機能病院である附属病院長を選考す

る選考委員会の事務局を担い、本学の強固な体制構築に向けて取り組んだ。  

秘書課は、役員の秘書業務、稟議進達及び理事会、評議員会関連業務を着実に行っ

た。また、寄附行為変更の認可申請を文部科学省に速やかに行い、認可を得た。  
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2．経営企画・財務 

(1)経常収支差額の予算達成 

収入面では、主に診療単価の上昇により医療収入が増加したことで教育活動収入

予算を達成した。支出面では、医療収入の増加に伴い医療経費が増加したことに加

え、人件費と光熱水費は予算を上回ったが、その他の経費については継続的なモニ

タリングにより、教育活動支出の増加を最小限に抑えた。これらの結果、教育活動

外収支差額を加えた経常収支差額は予算を達成した。 

(2)財務体質の改善 

現預金や特定資産等の増加により資産の部は増加し、借入金の繰上返済及び学校

債の完済等により負債の部は大きく減少した。この結果、総負債比率は前年度末の

18.3％から 15.8％に、積立率は前年度末の 70.7%から 77.7%にそれぞれ改善した。 

(3)生産性の向上とガバナンス強化 

業務プロセスの継続的な見直しと病院を含めた財務・経理部門のガバナンス強化

に着手した。部門全体で課題の共有を図り、部署間の連携を向上させることで、決

算主要業務の統一を進めると共に、インボイス制度開始に伴い対応を実施した。 

 

3．用度・管財（不動産） 

(1)賃貸収入の増大、及び将来の事業展開を見据えて、枚方キャンパス近隣で賃貸事

務所ビル（関医アネックス第 2 ビル）を取得した。また、賃料負担の解消、及び

建物改修の効率化を図るため、くずは病院土地建物を所有者から購入した。 

(2)令和 3 年 9 月に取得した土地（枚方市新町一丁目所在）について、附属病院別館

建設にともなう職員駐車場として活用した。また、賃貸不動産による収益事業を

円滑に運営するために、関医アネックス第 1 ビルの空室を解消（3 月末現在では

満室）するなど、収益の向上に努めた。 

 

4．物流センター 

(1)医薬品の価格交渉 

毎年の薬価改定の影響と高薬価・低値引率の希少疾病製剤の採用が増加している

現状の中、全体の値引率は低下傾向になるが、購入額が増加した影響もあり、差益

額としては対前年度比較（9,400 万円）の増額を達成できた。 

(2)診療材料費の価格交渉 

償還材料の価格においては、一次使用製品を中心に価格交渉を行っているが、競

合製品も無くオンリーワンの製品も多い状況であるが（約 280 万円）低減できた。

昨今、原材料費（物流コスト）の高騰の影響を受け、値下げに応じる企業も減少し値

上げを提示してくる企業の対応に追われている。 

(3)高額医療機器購入の価格交渉 

各病院で購入予定の機器に関して、早期に情報共有を行う事で包括交渉がスムー

ズとなり 19 製品を当該メーカーと更なる交渉を実施し、当初の提示価格より（約

3,600 万円）低減できた。また、くずは駅中健康・検診センター開設における什器機

器備品等の価格交渉に関しても、準備室と協力し予算内に抑制を図り滞る事なく調

達できた。 
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(4)業務委託契約の価格交渉 

令和 5 年度 SPD 業務委託契約更新において、4 病院の契約年度を統一する事で既

存業者・新規参入業者を競わせる事により、対前年度比較として業務委託費（約 800

万円）・診療材料費（約 1,900 万円）低減できた。 

 

5．施 設 設 備 

(1)法人推進事業 

①附属病院別館建設事業は、実施設計を完了させ、行政手続きを推進し、施工業者

選定作業に着手するとともに、建設場所に存する旧クラブハウス等の解体を完

了させた。 

②総合医療センター西館建設計画については、現在の別館内の医局等の仮移転計

画、及び西館計画の基本構想等について、検討を進めた。 

(2)令和 4 年度建設関係 

   ①枚方学舎 

    1）大阪北部地震の影響で機能劣化がみられる外壁の補修工事を行った。（翌年度

も継続） 

    2）附属病院別館建設用地に存するクラブハウス等の機能を慈仁館に移転させ、

残存建物の解体工事を完了した。  

   ②附属病院 

    1）病院機能の維持のため、2 件の補修工事（直流電源装置更新、熱源制御装置

パラマトリックス更新）を行った。 

   ③総合医療センター 

    1）タイル剥落の危険性のある北館外壁の補修工事を行った。 

   ④香里病院 

    1）香里訪問介護ステーションの建替計画の検討に着手した。  

 

6．総務・人事・安全衛生 

(1)総務 

①COVID-19 防止策を着実に実施するとともに、各部署の防災マニュアル項目の統

一化、BCP の整備や災害備蓄の増強に取り組むなど、危機管理体制の強化を図っ

た。 

②顧問弁護士による契約文書の事前リーガルチェック、及び学内規程等の制定・改

正公示をイントラネット上で行う電子化を進めるとともに、法務審査ルールを

確立し周知を図ることにより、法令遵守体制を強化した。 

③「理事長直轄支出削減作業部会」の指示を踏まえ、過去 3 年間（令和元年度～令

和 3 年度）の業務改善コンテストの結果と優秀取組みの波及状況をとりまとめ、

継続的な取組みの必要性について職員の意識形成を促した。 

(2)人事 

法人の継続的な発展を担う人材の確保・育成、人事戦略の構築などを主眼とした

以下の施策に取り組んだ。 

①教員評価は看護学部に拡大運用を開始し、医学部においては評価基準の改善を

行い教員の質的向上を推進した。また、定期人事異動（7/1 付）に加えて人材育



 18 

成を目的とした部門横断的なローテーション異動(10/1 付)を実施した。事務職

員には人事考課制度を本格導入し、医療技術職への拡大を推進した。 

② 労働関係法改正対応として、医師の働き方改革では各附属病院における勤務実

態調査を行い課題対応策について推進した。女性活躍推進策として女性医師の

管理職任用枠運用を開始し、育児休業規則改正を実施した。コンプライアンス

教育としてハラスメント規程の改正、同防止対策として研修の実施や防止ガイ

ドライン冊子を作成し全教職員へ周知を行った。 

③適切な人材を学内外より登用し、事業拡大に伴う組織体制強化を行った。 

(3)安全衛生 

①メンタルヘルス相談窓口の利用について広報誌等で職員に周知した。希望者に

ついては、全員が相談を受けることができた。COVID-19 禍に導入したリモート

相談の希望者も増加した。 

②健康診断の受検率は 100％であった。生活習慣病健診の受検者数も昨年より増加

した。 

③体調不良者に対し、「COVID-19 復職・復学の考え方と勤怠管理について」に沿

って対応を行い、感染拡大を防止できた。コロナ陽性者は、職員 115 名、学生

（3 学部）425 名であったが、職員・学生ともにクラスターは発生していない。 

 

7．広 報 

(1)目的のために機能する広報への改善 

①附属病院タワーホテルの集客には大型駅看板やデジタルサイネージなど交通広

告を活用。広報のためには病院サイト群を分析し、ユーザーの使いやすいサイ

トへのリニューアルプランを策定。くずは駅中健康・健診センター開設に伴う

ユーザー獲得のためには媒体別にクリエイティブ案を作成。チャネルの特性に

最適化した広報を展開した。 

(2)ブランド力向上のための広報の拡充 

①光免疫医学研究所の広報として、新聞全ページの企画を行い本学の研究力の高

さを訴求。T H E 世界大学ランキングで日本の私立大学で１位に選出されたこ

とを学内外に発信。医学部の学費の大幅値下げについても広報を丁寧に行い、

大学のブランディングに寄与した。 

(3)法人全体の情報拡散の適正管理 

①光免疫医学研究所開設発表のため大規模な記者会見を実施。数多くのメディア

に取り上げられるとともに、その情報の管理も徹底。その他、本学の研究関連

のプレスリリースも多数リリースし、メディア掲載率も高めることができた。 

 

8．医 療 安 全 

(1)医療事故防止体制の充実 

①オンライン研修や医療訴訟ガイダンス等の対面研修により医療安全管理体制の

充実を図った。 

②患者サービス改善の活動を継続し、医療の質向上に努めた。また、重症化予防

活動を推進した。 

③セーフティーマネージャーと警鐘事例を共有し、重大事故の再発防止に努めた。 
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(2)他の医療機関等との連携 

①日本私立医科大学協会医療安全相互ラウンドや近畿 4 私立医科大学連絡会にお

ける他施設の取組みを参考に、インシデント検討会を発足させた。 

②北河内メディカルネットワークにおいて、「医薬品（医療用麻薬・危険薬など）

に関する医療事故防止」をテーマとした医療安全共同講習会を実施した。 

 

9．情 報 管 理 

(1)法人共通重点施策 

①ICT セキュリティ強化策として AI を活用しネットワークに潜む脅威を可視化す

るツールである NDR（NetWork Detection and Response）の概念実証を行った。 

②職員の ICT リテラシと ICT 基本スキルの組織全体の底上げのため、関西医科大

学 ICT 安全委員会を設けた。 

③次期 HIS(Hospital Information Systems)更新におけるベンダ選定のための選

定審査委員会を立ち上げ、HIS ベンダ評価を実施した。 

(2)医療情報系分野 

①スマート病院構想の基盤となるインフラ構築の要件を含めた次期 HIS 更新

RFP(Request For Proposal：要求仕様書)を作成した。 

②スマート病院構想の各作業部会からの施策について、ICT に関するセキュリテ

ィ要件策定及び導入を支援した。 

③病院 Wi-Fi を利用したスマートフォンの活用に向け、実機(iphone)を用いた検

証を 2 病棟で実施した。 

(3)基盤情報・学術系分野 

①基幹系 ICT 環境の安定運用を担う体制強化策として、システム運用監視機能の

アウトソーシングを実施した。 

 

10．内 部 監 査 

(1)令和 4 年度内部監査 

下記 3 項目の内部監査を実施し、報告書を理事長に提出した。 

年次監査（監査項目） 

①公的研究費の管理状況（令和 3 年度対象） 

②医療安全活動 

③メンタルヘルス管理状況 

(2)過年度内部監査「追跡調査」の実施 

令和 3 年度内部監査報告書記載の改善提案・指摘事項について改善状況を調査・

評価し、理事長に報告書を提出した。 

(3)公益通報・学内通報窓口業務 

全 2 件の通報内容を確認して総務担当理事に報告し、その処理状況を確認した。 
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Ⅷ．財務の概要 

1．事業活動収支 

教育活動収入は法人全体の収入の 8 割以上を占める医療収入の増加により 92,680

百万円、前年比 3,979 百万円の増収。教育活動支出は医療収入の増加に伴い医療経費

が増加したことに加え、人件費や光熱水費等の増加により 78,710 百万円、前年比 4,428

百万円の増加。結果、教育活動収支差額は 13,969 百万円、前年度比 449 百万円の減少

となった。 

教育活動外収入は受取利息・配当金収入 17 百万円、教育活動外支出は借入金等利息

6 百万円を計上し、教育活動外収支差額は 11 百万円となった。 

この結果、経常収支差額は 13,981 百万円、前年度比 444 百万円の減少となった。 

特別収入は施設設備に係る補助金・寄付金等で 233 百万円、特別支出は資産処分差

額等で 156 百万円を計上し、特別収支差額は 77 百万円となった。 

この結果、基本金組入前当年度収支差額は 14,057 百万円、前年度比 1,535 百万円の

減少となった。 

 

2．財政状態 

当年度末の総資産は、特定資産・現金預金の増加に加え、土地・建物等の有形固定

資産の増加により 144,238 百万円、前年度末比 12,760 百万円の増加となった。 

一方負債は、借入金・学校債の返済等により 22,793 百万円、前年度末比 1,297 百万

円の減少となった。 

この結果、純資産の部は 121,446 百万円、前年度末比 14,057 百万円の増加となっ

た。 
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概 要 資 料 
 

1．設置する学校・学部・学科等  

（１）関西医科大学 大学院医学研究科 

（２）関西医科大学 医学部医学科 

（３）関西医科大学 大学院看護学研究科 

（４）関西医科大学 看護学部看護学科 

（５）関西医科大学 リハビリテーション学部 理学療法学科 

（６）関西医科大学 リハビリテーション学部 作業療法学科 

 

2．学部・学科等の入学定員、学生数等の状況（令和 4 年 5 月 1 日）  

 

医学部医学科            

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

大学院医学研究科 博士課程（5 年は 4 年に含む）   修士課程 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 入学定員 
現員 

 男  女  計 

1 127 89 44 133 

2 127 75 54 129 

3 127 70 52 122 

4 122 70 61 131 

5 122 83 55 138 

 6 117 73 48 121 

計    742 460 314 774 

年 入学定員 
現員 

 男  女  計 

1  50 11 3 14 

2  50 20 9 29 

3  50 16 6 22 

4  50 47 29 76 

計 200 94 47 141 

年 入学定員 
現員 

 男  女  計 

1 8 4 0 4 

2 8 5 1 6 

計 16 9 1 10 
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看護学部看護学科  

   

 

 

 

 

   

 

 

大学院看護学研究科（博士前期課程）  大学院看護学研究科（博士後期課程） 

 

 

 

 

 

 

 

リハビリテーション学部  理学療法学科    作業療法学科  

 

 

 

 

  

 

 

卒 業 状 況（医学部）※ 昭 和 2 9 年 1 2 月 1 日 関 西 医 科 大 学 に 改 称  

区    分 卒業者数 男 女 累 計 
昭和 30 年 3 月 

卒業者以降 

第 67 回(令和 3 年 3 月 3 日) 110 67 43 8,582 6,174 

第 68 回(令和 4 年 3 月 2 日) 100 63 34 8,682 6,274 

第 69 回(令和 5 年 3 月 1 日) 114 68 46 8,796 6,388 

 

卒 業 状 況（看護学部） 

区    分 卒業者数 男 女 累 計 

第 1 回(令和 4 年 3 月 22 日) 96 5 91 96 

第 2 回(令和 5 年 3 月 20 日) 98 2 96 98 

 

 

 

 

 

年 入学定員 
現員 

 男  女  計 

1 100 4 97 101 

2 100 5 96 101 

3 100 2 97 99 

4 100 7 92 99 

計   400 18 382 400 

年 入学定員 
現員 

 男  女  計 

1  20 2 6 8 

2  20 1 6 7 

計  40 3 12 15 

年 入学定員 
現員 

 男  女  計 

1 5 0 1 1 

2 5 0 3 3 

3 5 2 18 20 

計 15 2 22 24 

年 入学定員 
現員 

 男  女  計 

1 60 23 39 62 

2 60 35 23 58 

計 120 58 62 120 

年 入学定員 
現員 

 男  女  計 

1 40 11 29 40 

2 40 5 13 18 

計 80 16 42 58 



 23 

入 試 状 況（医学部） 

 
 

入 学 者 内 訳（医学部） 

区 分 男 女 現役 卒後 1 年 卒後 2 年 卒後 3 年以上 

令和 3 年度 72 55 31 53 28 15 

令和 4 年度 84 43 31 57 25 14 

令和 5 年度 61 66 48 39 29 11 

 

 

 

年　度 区　　分 募集人員 志願者 前年比 受験者 前年比 入学者

推薦型選抜
（特別枠）

10 40 -13 40 -13 10

大阪府：5 32 ― 32 ― 5

静岡県：8 48 ― 48 ― 8

新潟県：2 20 ― 20 ― 2

推薦型選抜
（一般枠）

10 209 ― 204 ― 11

特色選抜 7 49 +3 47 +1 7

共通利用
(前期）

10 561 -272 557 -270 5

一般選抜
(前期）

55 1,764 -32 1,612 -98 59

併用試験 10 469 -93 433 -110 10

共通利用
(後期）

59 +10 59 +10 3

一般選抜
(後期）

589 -102 513 -89 7

推薦型選抜
（特別枠）

10 43 +3 41 +1 10

大阪府：5 43 +11 43 +11 5

静岡県：8 45 -3 45 -3 8

新潟県：2 18 -2 18 -2 2

推薦型選抜
（一般枠）

10 256 +47 237 +33 4

特色選抜 7 63 +14 58 +11 7

共通利用
(前期）

12 590 +29 584 +27 12

一般選抜
(前期）

55 1,755 -9 1,616 +4 58

併用試験 13 485 +16 457 +24 11

共通利用
(後期）

77 +18 77 +18 0

一般選抜
(後期）

486 -103 393 -120 10

推薦型選抜
（特別枠）

10 60 +17 60 +19 10

大阪府：5 31 -12 30 -13 5

静岡県：8 46 +1 46 +1 8

新潟県：2 11 -7 11 -7 2

推薦型選抜
（一般枠）

10 348 +92 331 +94 4

特色選抜 7 68 +5 66 +8 6

共通利用
(前期）

12 1,115 +525 1,109 +525 4

一般選抜
(前期）

55 2,224 +469 2,086 +470 69

併用試験 13 931 +446 880 +423 13

共通利用
(後期）

135 +58 134 +57 1

一般選抜
(後期）

468 -18 374 -19 5

　（ ）は大阪府地域枠、《　》は静岡県地域枠、{　}は新潟県地域枠

令和4年度

推薦型選抜
（地域枠）

5

令和5年度

推薦型選抜
（地域枠）

5

令和3年度

推薦型選抜
（地域枠）

10
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大学院医学研究科博士課程  入試状況  

年 度  区 分  志願者  前年比  受験者  前年比  入学者  

令和 3 年度 

前期入試 9 △4 9 △4 9 

後期入試 20 9 20 9 20 

合  計 29 5 29 5 29 

令和 4 年度 

前期入試 2 △7 2 △7 2 

後期入試 13 △7 13 △7 12 

国際大学院 7 ―  7 ―  7 

合  計 22 △7 22 △7 21 

令和 5 年度 

第一次入試 27 25 27 25 25 

追加入試 11 △2 11 △2 11 

国際大学院 入学試験実施中 

合  計 38 16 38 16 36 

※ 令和 4 年度から 9 月入学導入（国際大学院） 

大学院医学研究科修士課程  入試状況  

年 度 区 分 志願者 前年比 受験者 前年比 入学者 

 前期入試 4 - 4 - 3 

令和 3 年度 後期入試 3 - 3 - 3 

 合  計 7 - 7 - 6 

令和 4 年度 

前期入試 1 △3 1 △3 1 

後期入試 3 ±0 3 ±0 3 

合  計 4 △3 4 △3 4 

令和 5 年度 

第一次入試 3 2 3 2 3 

追加入試 4 1 4 1 2 

合  計 7 3 7 3 5 

 

入 試 状 況（看護学部） 

年 度 区 分 募集人数 志願者 受験者 入学者 

令和 3 年度 

推薦型選抜 30 249 248 28 

共通テスト 10 277 277 8 

一般選抜 60 681 665 64 

令和 4 年度 

推薦型選抜 30 239 239 27 

共通テスト 10 327 325 6 

一般選抜 60 715 694 71 

 追試験  1 1 1 

令和 5 年度 

推薦型選抜 30 252 247 31 

共通テスト 10 457 456 5 

一般選抜 60 829 815 64 

 追試験  1 1 1 

 

入学者内訳（看護学部） 

区 分 男 女 現役 卒後 1 年 卒後 2 年 卒後 3 年以上 

令和 3 年度 2 98 94 5 1 0 

令和 4 年度 5 99 94 9 0 1 

令和 5 年度 4 97 94 4 1 2 
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大学院看護学研究科（博士前期課程）  入試状況  

年 度 区 分 志願者 前年比 受験者 前年比 入学者 

令和 3 年度 

夏期入試 8 1 8 1 6 

冬期入試 4 0 4 0 3 

合計 12 1 12 1 9 

令和 4 年度 

夏期入試 5 △3 5 △3 2 

冬期入試 6 2 6 2 5 

合計 11 △1 11 △1 7 

令和 5 年度 

夏期入試 11 6 11 6 7 

冬期入試 3 △3 3 △3 1 

合計 14 3 14 3 8 
 

 
大学院看護学研究科（博士後期課程）  入試状況  

年 度 区 分 志願者 前年比 受験者 前年比 入学者 

令和 3 年度 

夏期入試 3 △3 2 △4 2 

冬期入試 6 2 5 1 3 

合計 9 △1 7 △3 5 

令和 4 年度 

夏期入試 7 4 7 5 2 

冬期入試 5 △1 5 0 1 

合計 12 3 12 5 3 

令和 5 年度 

夏期入試 0 △7 0 △7 0 

冬期入試 1 △4 1 △4 1 

合計 1 △11 1 △11 1 

 

入 試 状 況（リハビリテーション学部・理学療法学科）  

年度  区分  募集人数  志願者  受験者  入学者  

 

令和 3 年度  

 

推薦選抜  25 28 28 27 

大学入学共通テスト（前期）  10 35 35 11 

大学入学共通テスト（後期）  3 3 3 2 

一般選抜  22 35 34 19 

令和 4 年度  

 

総合型選抜  3 19 19 3 

推薦型選抜  30 54 54 26 

大学入学共通テスト（前期）  4 50 50 9 

大学入学共通テスト（後期）  1 7 7 1 

一般選抜  22 55 54 23 

 

令和 5 年度  

 

総合型選抜  10 35 35 10 

推薦型選抜  30 37 37 31 

大学入学共通テスト  3 59 59 3 

一般選抜  17 85 84 19 
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入 試 状 況（リハビリテーション学部・作業療法学科）  

年度  区分  募集人数  志願者  受験者  入学者  

令和 3 年度  

推薦選抜  15 12 12 11 

大学入学共通テスト（前期）  10 15 15 2 

大学入学共通テスト（後期）  2 2 2 1 

一般選抜  13 11 10 4 

令和 4 年度  

総合型選抜  3 4 4 4 

推薦型選抜  20 16 16 12 

大学入学共通テスト（前期）  4 21 21 4 

大学入学共通テスト（後期）  1 4 4 4 

一般選抜  12 28 28 16 

令和 5 年度  

総合型選抜  6 30 30 9 

推薦型選抜  20 20 20 14 

大学入学共通テスト  2 28 28 5 

一般選抜  12 53 52 16 

入学者内訳（リハビリテーション学部・理学療法学科）  

区分  男  女  現役  卒後 1 年  卒後 2 年  卒後 3 年以上  

令和 3 年度  36 23 54 3 1 1 

令和 4 年度  23 39 59 0 1 2 

令和 5 年度  31 32 61 2 0 0 

入学者内訳（リハビリテーション学部・作業療法学科）  

区分  男  女  現役  卒後 1 年  卒後 2 年  卒後 3 年以上  

令和 3 年度  5 13 15 3 0 0 

令和 4 年度  11 29 35 1 2 2 

令和 5 年度  12 32 39 3 0 2 

 

医 師 国 家 試 験  

区 分 
新卒 既卒 総    数 

合格者 合格率 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 

第 115 回 

（令和 3 年 2 月実施） 
102 92.7 1 16.7 116 103 88.8 

第 116 回 

（令和 4 年 2 月実施） 
98 98.0 8 66.7 112 106 94.6 

第 117 回 

（令和 5 年 2 月実施） 
107 93.9 4 50.0 122 111 91.0 

看護学部  各種国家試験  

区 分 

令和 4 年度実施 

新卒 既卒 総    数 

受験者 合格率 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 

第 112 回 看護師 98 100.0 1 100.0 99 99 100.0 

第 109 回 保健師 98 93.9 1 100.0 99 93 93.9 

第 106 回 助産師 7 100.0 0 --- 7 7 100.0 
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学位博士（医学）授与者          学位修士（医科学）授与者  

区 分  課程博士 論文博士 合計 

令和 2 年度 30 4 34 

令和 3 年度 23 8 31 

令和 4 年度 25 8 33 

看護学部 学位（博士）授与者      看護学部 学位（修士）授与者 
区 分  課程博士 

令和 2 年度 1 

令和 3 年度 2 

令和 4 年度 0 

 

 

 

競争的研究資金・研究補助金・助成金 

※本学が代表機関となり再委託等を実施している場合は、本学配分のみ記載しています。 

 

特許出願・登録件数 

 

※（ ）内は共同出願案件数（内数）。 

区 分 修士 

令和 4 年度 6 

区 分  修士 

令和 2 年度 6 

令和 3 年度 12 

令和 4 年度 10 

名称 件 千円 

文部科学省及び日本学術振興会 科学研究費助成事業 258 415,833

厚生労働科学研究費補助金 14 11,594

国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED） 30 174,366

橋渡し研究戦略的推進プログラム 4 6,136

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST） 3 11,304

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 生物系特定産業技術研究支援センター

（BRAIN） 
2 14,921

国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT） 1 1,327

消防庁 1 400

慢性疼痛診療システム普及・人材養成モデル事業 1 1,000

寄附講座「小児発達支援講座」（名張市：小児科学講座）  1 12,000

寄附講座「消化器肝臓内科学（地域医療学）講座」（伊賀市：内科学第三講座）  1 10,000

寄附講座「総合診療医学（地域医療学）講座」（伊賀市：香里病院）  1 15,000

受託研究費(公的研究費除く)・共同研究費 348 283,813

研究助成金 708 265,969

研究助成金(病院)  54 47,320

民間研究助成財団助成金 42 60,379

私学事業団経常費補助金（一般補助） 1 2,114,289

私学事業団経常費補助金（特別補助） 1 133,653

合計 1,471 3,579,304

特許出願 17(9) 特許登録 9(3) 商標出願 1(0) 商標登録 1(0) 
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3．教職員の人数（令和 4 年 5 月 1 日現在） 

教   員 

 法人合計 法人部門 医学部 看護学部 
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

学部 

本 

 

 

務 

学（校）長 1  1   

教授（諭） 113 1 91 14 7 

准教授（諭） 82  70 7 5 

講師 182  168 13 1 

助教 588  554 21 13 

本務教員合計 966 1 884 55 26 

非常勤教員 112  63 34 15 

 

職   員 

 法人合計 法人部門 
医学部、看護学部 

ﾘﾊﾋﾞﾘ学部 

附属 4 病院 

合計 

天満橋総合 

ｸﾘﾆｯｸ 

本 

 

 

務 

事務系 371 15 148 187 21 

教務系 16  16   

厚生補導系 3  3   

技術技能系 7  6 1  

医療系 2,394  1 2,374 19 

その他 5 3  2  

本務職員合計 2,796 18 174 2,564 40 
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4．財務の概要 

 

 

（単位：百万円）

令和４年度決算 令和３年度決算 差   額

学生生徒等納付金 4,755 4,478 277

寄付金 439 418 20

経常費等補助金 7,755 6,753 1,002

医療収入 77,571 74,853 2,718

雑収入他 2,160 2,198 △ 38

教育活動収入計 92,680 88,700 3,979

人件費 33,089 31,867 1,222

教育・管理経費 11,382 9,805 1,577

医療経費 30,747 29,316 1,431

減価償却額 3,477 3,270 207

その他の経費 15 25 △ 10

教育活動支出計 78,710 74,282 4,428

教育活動収支差額 13,969 14,418 △ 449

受取利息・配当金 17 17 0

教育活動外収入計 17 17 0

借入金等利息 6 11 △ 5

教育活動外支出計 6 11 △ 5

教育活動外収支差額 11 6 5

経常収支差額 13,981 14,424 △ 444

資産売却差額 0 10 △ 10

その他の特別収入 233 1,278 △ 1,045

特別収入計 233 1,288 △ 1,055

資産処分差額 144 106 38

その他の特別支出 12 14 △ 2

特別支出計 156 120 36

特別収支差額 77 1,168 △ 1,092

基本金組入前当年度収支差額 14,057 15,593 △ 1,535

基本金組入額合計 △ 7,839 △ 5,767 △ 2,072

当年度収支差額 6,219 9,826 △ 3,607

（参考）

事業活動収入計 92,930 90,006 2,924

事業活動支出計 78,872 74,413 4,459

（注）数値はそれぞれ四捨五入によっているので、合計額と一致しない場合がある。

特
別
収
支

収入

支出

令和４年度事業活動収支計算書

教
育
活
動
収
支

収入

支出

教
育
活
動
外
収
支

収入

支出



 30 

 

 

 

（単位：百万円）

科目
令和

４年度末
令和

３年度末
増減 科目

令和
４年度末

令和
３年度末

増減

資産の部 負債の部

　固定資産 99,464 90,318 9,146 　固定負債 15,462 16,506 △ 1,044

　土地・建物等 57,259 55,225 2,034 　長期借入金 0 1,071 △ 1,071

　教育研究用機器備品等 9,062 8,218 844 　長期未払金 1,244 1,427 △ 183

　建設仮勘定 414 150 264 　退職給与引当金 14,177 13,970 208

　特定資産 27,200 23,260 3,940 　その他 40 38 2

　収益事業元入金 4,033 2,020 2,013 　流動負債 7,331 7,584 △ 253

　その他 1,496 1,445 51 　短期借入金 0 214 △ 214

　流動資産 44,774 41,160 3,614 　学校債 0 270 △ 270

　現金預金 27,646 24,350 3,296 　未払金 6,315 5,843 472

　その他 17,128 16,810 318 　その他 1,016 1,257 △ 241

負債の部合計 22,793 24,090 △ 1,297

純資産の部

　基本金 126,708 118,869 7,839

　繰越収支差額 △ 5,262 △ 11,481 6,219

純資産の部合計 121,446 107,388 14,057

資産の部合計 144,238 131,478 12,760 負債及び純資産の部合計 144,238 131,478 12,760

（注） 数値はそれぞれ四捨五入によっているので、合計額と一致しない場合がある。

令和４年度　貸借対照表

３．財務諸比率

（単位：％、回転）

算式 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

基本金組入前当年度収支差額

/総資産

事業活動支出

/事業活動収入

人件費

/経常収入

固定資産

/純資産

流動資産

/流動負債

経常収入

/総資産

84.9

総資産基本金組入前
当年度収支差額比率

6.8 6.8 8.1 11.9 9.7

事業活動支出比率 90.5 90.6 88.2 82.7

81.9

人件費比率 39.7 39.1 39.2 35.9 35.7

固定比率 96.5 92.1 92.2 84.1

0.64

流動比率 425.2 469.6 409.9 542.7 610.8

総資産回転率 0.72 0.72 0.68 0.67



299　名

909　名

13　名

97　名

0　名

診　療
診

科　数
療

科

目

　年　間

（延　数） 名 名  （延　数）　名 名

532,169

583,111

600,524

分娩件数手 術 件 数 12,360件 844件

当院の特徴 最先端の医療機器を駆使した高度医療を提供する特定機能病院で、大阪府北河内

2次医療圏における基幹病院として確固たる地位を築いており、臓器別診療体制や診療のセンター化構想

により、大学病院としての社会的責務を果たしている。令和４年度は、院内Wi-Fi整備や個室ＴＶ更新など

療養環境改善を進めた。

当院の方針 「慈仁を心の鏡とした、安全であたたかい医療の提供」を基本理念とし、医療の安全を

最優先に、医療人としての責任と自覚を持ってチーム医療を行い、高度先進医療を提供する。

1,978.3 3,719

令和４年度 267,724 733.5 2,224.2 4,172

令和３年度 267,014 731.5 2,167.7 3,992

附置センター

総合周産期母子医療センター、高度救命救急センター、
小児医療センター、がんセンター、腎センター、ハートセンター、
臨床遺伝センター、アレルギーセンター、
歯科・口腔外科・口腔ケアセンター、光免疫療法センター、他

病　　床 　一般　751　床

　
　
 

患
　
者
　
数

区　分

入　　　院 外　　　来
救急患者数

年　間 １日平均 １日平均

（年　間）　名

令和２年度 264,362 724.3

小児外科、乳腺外科、心臓血管外科、血管外科、呼吸器外科、脳神経外科、脳血管外科、脳血管内治療科、

    47科

小児脳神経外科、整形外科、形成外科、皮膚科、腎泌尿器外科、眼科、耳鼻咽喉科、頭頸部外科、

歯科・口腔外科、画像診断科、核医学科、放射線治療科、血管造影IVR科、産科、婦人科、婦人科内視鏡外科、

麻酔科、病理診断科、救急医学科、リハビリテーション科、リウマチ・膠原病科、健康科学科、臨床検査医学科

技術職員ほか

（　小計　　　 1,318　名　）

血液腫瘍内科、呼吸器腫瘍内科、呼吸器・感染症内科、循環器内科、腎臓内科、内分泌内科、糖尿病科、

消化器肝臓内科、心療内科、総合診療科、脳神経内科、精神神経科、小児科、肝臓外科、胆膵外科、消化管外科、

    10  名

事 務 職 員

　（　小計　　　　  436　名  ） 看 護 助 手 非常勤講師 116　名

専修医、医員 78　名 看 護 職 員 非常勤嘱託

教　職　員　数 　　　合　計　　1,754  名 別　　掲

教　 　員 　358　名 医療技術職員 臨 時 職 員 　325　名

附　属　病　院　概　況
（令和5年5月1日現在）

病  院  長 松　田　公　志

事務部長 藤　原　宏　司
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　192　名

574

1

55

12

　年　間

（延　数） 名 名  （延　数）　名 名

317,585

341,860

352,307

分娩件数

　
　
 

患
　
者
　
数

入　　　院 外　　　来

区　分
年　間

1,180.6

404.0

145,990

当院は、専門的なチーム医療を実践するため、がん治療・緩和ケアセンター、救命救

実践し、地域医療に貢献するとともに、大学附属の医育機関として、人間性豊かな医療人を養成する。

3,956148,093

令和4年度

救急患者数

当院の特徴

教　職　員　数 別　　掲

477床病　　床 一般　　438床　　　　　　精神　　39床 合　計

技術職員ほか

　　

附置センター

看 護 職 員 6

15

    35科

医　　員

杉　浦　哲　朗

手 術 件 数

健康科学科、消化器肝臓内科、脳神経内科、精神神経科、小児科、消化管外科、肝胆膵外科、乳腺外科、

田　中　淳　訓

病   院   長

事 務 部 長

3,877

1304.8

　　176  名

6,757

（　小計　　　 　 834）

　（　小計　　　　208　） 看 護 助 手 非常勤講師

136

（年　間）　名

総 合 医 療 セ ン タ ー 概 況

（令和5年5月1日現在）

１日平均１日平均

血液腫瘍内科、呼吸器膠原病内科、呼吸器腫瘍アレルギー内科、循環器内科、腎臓内科、内分泌代謝内科、

教　 　員

　　　合　計　　　　1,042名

医療技術職員

がん治療・緩和ケアセンター、ゲノム解析センター、救命救急センター、心臓血管病センター、
肝臓病センター、精神疾患・身体合併症センター、脳卒中センター、胆膵疾患センター、
人工関節センター、手外科センター、結石治療センター、不整脈治療センター、網膜硝子体センター、
アレルギーセンター、脊椎神経センター、ブレストセンター、リハビリテーションセンター、
デイケアセンター、化学療法センター、透析センター、内視鏡センター、ＰＥＴセンター、
臨床工学センター、褥瘡・創傷ケアセンター、患者支援センター　他

208　名 臨 時 職 員

非常勤嘱託

腎泌尿器外科、眼科、耳鼻咽喉科、頭頸部外科、歯科・歯科口腔外科、放射線科、産婦人科、麻酔科、

ペインクリニック・緩和医療科、臨床検査医学科、病理診断科、救急医学科、リハビリテーション科

血管外科、心臓外科、呼吸器外科、脳神経外科、整形外科、リウマチ科、形成外科、皮膚科、

事 務 職 員

当院の方針

急センター、心臓血管病センター、肝臓病センターなど３5のセンターを有し、最新かつ質の高い医療を提供

3,941

令和2年度

患者の権利を尊重し、安全に配慮した高度な医療の提供、及び「断わらない救急医療」を

400.0

するとともに、地域医療支援病院として、近隣医療機関を対象とした病床・医療機器の共同利用、及び医療従

405.7

147,461

事者への教育を推進するなど地域医療の更なる発展に努めている。

1270.9令和3年度

診
療
科
目

診　療
科　数
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 　67　名

  168　名

 1　名

 　28　名

 　 0　名

診 診　療
科　数

療

科

目

　年　間

（延　数） 名 名  （延　数）　名 名

169,739

179,039

184,897

分娩件数

地域に開かれた大学病院の役割として、地域医療機関との関わりを強化し、

本学附属病院との連携を深め、高い専門性に裏付けられた医療情報と医療技術を広く地

域に提供していくことを目指している。

病院（非通年制）としてER体制をスタートした。介護福祉部門も充実させ、寝屋川市の市民病院

香　里　病　院　概　況

（令和5年5月1日現在）

病  院  長 　　岡　崎　　和　一

事務部長 　　杉　上　　弘　之

教　職　員　数 　合　計　　  328 名 別　　掲

教　 　員 　56　名 医療技術職員 臨 時 職 員 　　86　名

専修医、医員 　　8  名 看 護 職 員 非常勤嘱託

　（　小計　　　　64　名　） 看 護 助 手 非常勤講師

事 務 職 員

199床

技術職員ほか

（　小計　  　264　名　）

内科、総合診療科、小児科、外科、乳腺外科、整形外科、形成外科、眼科、皮膚科、

泌尿器科、婦人科、放射線科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、麻酔科、精神科

１日平均

  16科

令和2年度

附置センター 腎臓病センター、乳腺センター、骨粗鬆症センター、手外科センター、アレルギーセンター

病　　床 一般　　199床　 　精神　　0床 合　計

161.6 631.3 210

令和3年度 58,933

区　分

665.6 328

入　　　院 外　　　来

当院の方針

令和4年度 62,280 170.6 684.8

（年　間）　名

手 術 件 数 2,773　件 0　件

58,961

870

161.6

当院の特徴 平成22年７月1日に開院。外来維持透析を中心とした腎臓病センターや乳腺

センター、骨粗鬆症センター、アレルギーセンターを併設する。令和4年1月から二次救急告示

的役割を担う地域密着型の病院を目指している。    

患

者

数

救急患者数
年　間 １日平均
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くずは病院概況 

（令和 5 年 5 月 1 日現在） 

病院長 高 山 康 夫 

事務部長代理 北 口 宏 

教 職 員 数 合 計 234 名 別  掲 

教  員 15 名 医療技術職員 83 名 臨 時 職 員 107 名 

専修医、医員 0  名 看 護 職 員 60 名 非常勤嘱託   0 名 

非常勤教員 5 名 看 護 助 手 12 名 非常勤講師   0 名 

（ 小計 20 名 ） 事 務 職 員 52 名 （ 小計 107 名 ） 

技術職員ほか 7 名 

（ 小計 214 名 ） 

診

療

科

目 

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、外科、整形外科、皮膚科、 

脳神経外科、泌尿器科、リハビリテーション科、放射線科 

診 療 

科 数 

11 科 

附置センター リハビリテーションセンター、ケアプランセンター

  病  床 急性期 26 床、地域包括ケア 16 床、回復期リハ 52 床 合 計 94 床 

患

者

数 

区 分 

入  院 外  来 救急患者数 

年 間 

（延数） 名 

1 日平均 

名 

年 間 

（延数） 名 

1 日平均 

名 （年間） 名 

令和 2 年度 28,543 78.2 34,348 117.2 297 

令和 3 年度 30,523 83.6 39,957 136.4 349 

令和 4 年度 29,303 80.3 44,441 152.2 406 

手 術 件 数 762 件 分娩件数 0 件 

当院の特徴  整形外科と内科、およびリハビリテーション科に特化した病院です。高度先進医療を

提供する附属病院と連携し、さらに訪問看護ステーションやデイケアとのシームレスな連携が急性期

医療を終えた患者さんの社会・在宅復帰を総合的にサポートします。 

当院の方針  これからの超高齢化社会に対応できる地域密着型病院として、健康寿命延伸に向けた

取り組みを推進していきます。運動機能低下改善に向けて整形外科領域の充実とリハビリテーション

の強化を図り、同時に予防医療とも連携し生活習慣病の改善にも取り組みます。 
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 10　名

 9  名

 0  名

 19 名

 0  名

診　療
科　数

　年　間

（延　数） 名 名  （延　数）　名 名

20,853

21,395

20,963

分娩件数手 術 件 数

令和4年度 27,993 98

当院の特徴
当クリニックは、内科、眼科、皮膚科、乳腺外科、放射線科からなる外来部門
と、

総合健診センターとで構成されています。年間20000人以上が受診する総合健診センターは日本総合

健診医学会の優良総合健診施設認定を受けています。外来部門では昼診療や大腸内視鏡検査を導入

当院の方針

された受診者に対してスムーズに医療を提供できる外来クリニックを目指す。

予防医療分野において長い歴史をもつ健診センターとして、変化する受診者の

し、今まで以上にかかりやすいクリニックになるように取り組んでいます。

診

療

科

目

（年　間）　名

患

者

数

87

令和3年度 28,351 99 90

令和2年度 26,190 88 87

区　分

合　計

年　間 １日平均 １日平均

専修医、医員 0  名 看 護 職 員 非常勤嘱託 　　0　名

教　職　員　数 　合　計　　　　46  名 別　　掲

教　 　員 8　名 医療技術職員 臨 時 職 員 　　30　名

天 満 橋 総 合 ク リ ニ ッ ク 概 況

（令和5年5月1日現在）

病  院  長 大　宮　 美　香

事  務  長 岡崎　由紀夫

看 護 助 手 非常勤講師 　　0　名

　（　小計　8　名　） 事 務 職 員

ニーズに敏感に対応できる施設であることを目指す。近隣住民にとってかかりやすく、健診で異常を指摘

技術職員ほか

（　小計　　38　　名　）

総合健診センター（人間ドック、成人病検診、各種健診）

総合外来（内科、眼科、皮膚科、乳腺外科、放射線科）

    5　科

健 診 外　　　来
救急患者数

附置センター

病　　床
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